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研究要旨 

 本研究では、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大に際し、限られた医

療スタッフや医薬品等の医療機能を最大限に活用して、可能なかぎり多くの患者の治療

にあたるため、ソーシャルネットワークシステム（SNS)、特に LINEを利用した新型コロ

ナウイルス(COVID-19)のハイリスク群・潜在的罹患者のスクリーニングとフォローアッ

プ、軽症者支援を効率的に行うためのシステムを構築・実装した。また、収集したデー

タを分析することで、感染拡大や風評等二次被害の防止、及び予防・治療を含む今後の

感染症対策に資する対策を検討した。令和 2年度には、「新型コロナウイルス(COVID-19)

に対する個別情報提供システムの実装」、「国民の COVID-19に関する適切な情報理解の

促進に関する検討」及び「個別の患者の情報一元化による感染リスク把握サポートに関

する検討」を行なった。 

 

 

Ａ．研究目的 

 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

の流行は、世界各国へ拡大している。我が

国においても令和 2 年初期から感染が

徐々に拡がり、全国的に感染予防対策と医

療の充実が求められてきた。しかしながら、

前例のない新たな感染症であったため、感

染力、感染経路などの基本的な情報も不十

分なまま対応に当たる必要があった。一方

で、医療に関わる資源は有限であるため、

スタッフや医薬品等の医療機能を最大限

に効率的に活用して、通常の医療にも可能

なかぎり影響なく治療にあたる必要性も

高い状況であった。よって、可能な範囲で

リアルタイムに近い情報をオンラインシ

ステムやその他の方法で集め、検査や治療

の必要性の高い患者を準別する「トリアー

ジ」が必要であった。本研究の目的は、（１）

ソーシャルネットワークシステム（SNS)

利用した新型コロナウイルス(COVID-19)

のハイリスク群・潜在的罹患者のスクリー

ニングとフォローアップ、軽症者支援を効
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率的に行うためのシステムを構築・実装す

ること、（２）収集したデータを分析する

ことで、感染拡大や風評等二次被害の防止、

及び予防・治療を含む今後の感染症対策に

資する対策を検討することである。 

本研究では、以下３つの研究・検討を行な

った。 

（１）新型コロナウイルス(COVID-19)に対

する個別情報提供システムの実装 
（２）国民の COVID-19 に関する適切な情

報理解の促進に関する検討 
（３）個別の患者の情報一元化による感染

リスク把握サポートに関する検討 

 

Ｂ．研究方法 

（１）新型コロナウイルス(COVID-19)に対

する個別情報提供システムの実装 
全国の LINEユーザーに、チャットボッ

トを通して、本人の同意に基づき、現在の

体調などの基礎情報、位置情報ログの提供

頂くことで、各ユーザーに最適化されたサ

ポートの提案が可能なシステムが構築さ

れ て い る ( 自 治 体 一 覧 ：

https://guide.line.me/ja/covid19/pref

ecture/）。同システムでは、収集された

情報に基づき、自身がハイリスク対象者か

否か、軽症者か重症者かなどのリスクの情

報を LINE 上でフィードバックを行なって

いる。これにより個人の状況に基づいた推

奨されるセルフケア、2次感染予防のため

に取るべき行動、医療機関受診のタイミン

グの通知など、個人の状況に基づいた最適

行動のサポートがなされている。  

 

全国の LINEユーザーの中で同意に基づ

きデータは収集され、LINE 株式会社がシ

ステムの開発と維持管理を行っている。デ

ータは国内のアマゾンウェブサービスジ

ャパン株式会社がインターネット上に本

研究専用のデータ保管スペース（Amazon 

Web Services：AWS）を構築し、そこに個

人情報を抜いた形で保管されている。AWS

ジャパンは政府機関の採用実績を持つ、セ

キュリティー対策に定評のあるクラウド

サービスである。既にオプトアウトでの許

可が得られたものに関してのみデータは

AWSに保管され、本研究では、それを通じ

て、慶應義塾大学の研究者がデータ分析を

実施した。 本研究により収集されたデー

タを分析することで、感染拡大や風評等二

次被害の防止、及び予防・治療を含む、今

後の感染症対策に資する対策の基礎資料

となることを目標とした。 

 
（２）国民の COVID-19 に関する適切な情

報理解の促進に関する検討 
 新型コロナウイルス感染症に関する信

頼の高い情報の発信に貢献するため、感染

症、公衆衛生、疫学、情報発信などの専門

家で組織する委員会を立ち上げ、定期的に

開催した。 

 

「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

に関する情報の取得方法やその理解に関

する実態把握と予防（ワクチン接種等）及

び受療行動の支援に関する研究」調査を実

施した。対象は、インターネット調査会社

に登録している全国の 20歳以上の者とし

た。2 月中旬よりウェブ調査を実施し約

36,000 名から回答を得た。調査項目は、

34 項目であった。大きく以下 5 つの内容

に関する質問で構成された：①対象者自身
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の年齢、性別や社会経済的背景、②対象者

やその関係者の健康やヘルスリテラシー

について、③対象者の心理的特徴について、

④COVID-19 や健康情報を得るための情報

源やその情報源に対する信頼、⑤ワクチン

接種の意向とワクチン接種の意向を決め

かねている場合や接種を希望しない場合

の理由。 

 
（３）個別の患者の情報一元化による感染

リスク把握サポートに関する検討 

個人が自身の過去の PCR検査・抗原検査

等の結果やワクチンの接種歴等を持ち運

び感染リスクを可視化・把握できるように

することは、プライバシーを保護しつつ、

病院への見舞い、イベントへの参加、国内

外への渡航等を行うためには重要な要素

となる。現在、スイスの非営利組織 The 

Commons Project（コモンズ・プロジェク

ト」が開発している出入国時の陰性証明を

デジタルで提示する Common Pass（コモン

パス）アプリに関して、日本への実装が進

められているが、本研究では、国際標準デ

ジタル陰性証明情報を扱っている Common 

Pass の病院等での活用等、汎用性の高い

システムの開発のために必要な準備（主に

要件整理など）を実施した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、（１）、（２）においては、調査

実施をしているため慶應義塾大学医学部倫

理委員会の承認を得ている。また、研究対

象者へは研究内容を提示し研究参加への拒

否機会を提供している。 
 

Ｃ．研究結果 

（１）新型コロナウイルス(COVID-19)に対

する個別情報提供システムの実装 

集積された情報を解析して各自治体に

フィードバックを行なった。「日単位での

更新」および「都道府県の担当者による

自由解析」を主眼とし、AWS の BI（ビジ

ネス・インテリジェンス）ツール

「QuickSight」によるダッシュボード開

発を行った。ダッシュボードに掲載する

情報には、回答者数・有症率・推定感染

率という 3 つ指標を選択し、デモグラフ

ィック・時系列・地理の 3 つの観点に分

類して表示することで、1つ 1つのダッシ

ュボードが明確なメッセージを提供する

ようにした（図 1–2 参照）。 

 

さらに、ダッシュボードに加えて各自

治体における新型コロナ対策としての予

防行動の実施率に関して、別途レポート

システムを構築し、毎週単位で自治体へ

報告を行った。 

 

（２）国民の COVID-19に関する適切な情

報理解の促進に関する検討 

専門家委員会を定期的に開催し、そのタ

イミングごとに必要なトピックに関する

議論を行った。第 1回専門家委員会では、

新型コロナ感染症の特徴や感染性、感染経

路について不足している情報や不確かな

情報、わかりやすい形で提供が必要な情報

などについて議論を行った。第 2、3回に

おいては、予防策に関するデマ（例えば、

食べ物によって免疫力向上し感染を予防

するなど）や適切な予防策、検査に関して、

第 3、4回では、ワクチン接種についての

議論がなされた。同様に、Google 社が提
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供する情報をもとに新たに医療記事を作

成するための監修を継続的に行った。 

 

また、「新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）に関する情報の取得方法やそ

の理解に関する実態把握と予防（ワクチン

接種等）及び受療行動の支援に関する研

究」に関する調査を実施した。調査への協

力が得られた約 36,000 名のうち、早期分

析では、30053名を分析対象とした。ワク

チン接種については、56.1%が接種希望、

32.9%がわからない、11%が接種を希望しな

いと回答した。女性に比べ男性でより接種

希望の割合が高く、年齢が高いほど接種を

希望していることがわかった。さらに併存

疾患の有無においても接種希望の割合に

違いがあった。ワクチン接種をするかどう

かわからない理由（複数回答可）としては、

「新型コロナウイルスのワクチンに関す

る特定の懸念（副反応・安全性）」、「新

型コロナウイルスのワクチンに限らず、ワ

クチンの副反応・安全性に懸念がある」、

「個人の健康状態との適合性（例えば、ア

レルギー、併存疾患）の情報が必要」など

が上位であった。情報源については、テレ

ビ、インターネットのニュースサイトが主

要であることがわかった。接種を希望する

グループでは、テレビ、新聞、地方自治体

や政府からの情報、インターネットニュー

スなどを情報源とする人々が多かった。 

 

（３）個別の患者の情報一元化による感染

リスク把握サポートに関する検討 

国際標準デジタル陰性証明情報連携の

ための汎用性の高いシステムの開発のた

めに必要な準備（主に要件整理など）にお

いては、将来のシステム導入に向けたユー

スケースの設定を行なった。例として、ス

イスの非営利組織「コモンズ・プロジェク

ト」が推進している HL7 FHIR 等の世界標

準規格に基づくデジタル証明書「コモンパ

ス」の国内活用の詳細ユースケース作成と

検証を行った。コモンパスに関しては、現

在、国内の臨床検査会社（SRL社）が開発

するアプリケーションとの連携が可能と

なっているものの、国内のイベントや病院

へのお見舞い、国内交通機関の利用等に際

しての活用に関しては検討がなされてい

ない。そこで、本研究において、考えうる

活用方法や実際のオペレーションを考え

る際に必要な事柄について場合わけ及び

検証を行なった。その結果、病院（再診患

者）においては、病院側で患者情報を管理

できるため比較的容易であるが、初診の患

者及び見舞客においては、コモンパスのよ

うな QRアプリもしくは目視による陰性証

明の併用が望ましいと思われた。また、今

後経済活動と感染防止策を両立していく

中で、医療・介護施設のみならず、生活の

中で今後海外渡航やイベント参加等のリ

スクのある行動をとった場合などクラス

ターが発生しうるシーンでの活用におい

ても、状況によって複数の方式のうち何を

選択すべきかについて示唆が得られた。 

 

Ｄ．考察 

SNS を利用した COVID-19 のハイリスク

群・潜在的罹患者のスクリーニングとフォ

ローアップ、軽症者支援を効率的に行うた

めのシステムを利用した。収集されたデー

タを分析することで、感染拡大や風評等二

次被害の防止、及び予防・治療を含む今後
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の感染症対策に資する対策を検討するこ

とが可能になった。 

 

新型コロナウイルス感染症に関する適

切な情報理解においては、時期により人々

が関心を寄せるトピックに違いがあるこ

とが明確になった。日本でのワクチンの接

種は、2021 年 3 月時点で医療者へのみ接

種が実施されている状況である。現時点で

はワクチン接種の安全性に関する情報が

十分ではないと感じている人が一定数存

在した。また、情報ソースと人々のワクチ

ンに対する考え方には関連があることが

示された。今後、高齢者及び基礎疾患を持

つ人たちへの接種が段階的に開始予定で

あり、情報によって人々の考えや行動にど

のように影響を与えうるか、引き続き注視

が必要と考えられる。 

 

デジタル陰性証明情報については、経済

産業省が整備を進めている TeCOT のよう

な公的なシステムや、コモンパス以外の

PCR 等検査のデジタル陰性証明を行うア

プリも複数出てきている。そうした中で、

今後日本国内においてもワクチン接種者

の割合も増え、経済活動が徐々に広がりを

見せることが期待される中で、感染防止の

対策として早急に活用に向けた具体的な

取り組みをする必要がある。今回の検討か

ら、コモンパスを利用した、QR コードを

用いた非接触での入退場オペレーション

としては大きく幾つかのパターンに収束

させることができそうであることがわか

った。一方で、喫緊の課題として実際に必

要な施設（病院、イベント会場等）やシー

ン（どの規模の人がどのような仕組みで訪

れることを想定するか）に応じた対応を具

体化する必要がある。特にクラスターが発

生しうるシーン、またハイリスクグループ

が大勢出入りするようなシーン（病院や高

齢者施設などの見舞い）などについては、

早急な取り組みが待たれる。米国のように、

ワクチンを 2 度接種した者については一

部活動範囲を緩和する措置が取られる国

も出始めたが、その取り組みや結果につい

ても注視し、日本での実施に活かしていく

ことも重要である。現在、厚生労働省では

データヘルス改革を進めており本研究で

検討したシステムの実装はそうした国の

施策と連携することでさらに加速するこ

とが期待できる。一方で、ワクチン接種情

報の取り扱いに関しては WHO においても

議論がなされているところであり、科学的

な妥当性を担保しつつ、平等や公平、自由

等の倫理的な観点に配慮した利用がなさ

れなければならない。今回は、例としてコ

モンパスを取り上げたが、その他の証明情

報も含め、陰性証明の定義の統一化や標準

化も推進すべきである。また、医師の資格

確認や、本人の情報であることを確認する

ためのデジタル IDのあり方（もしくはマ

イナンバーカードの活用等）に関してもさ

らなる議論が必要である。 

 

以上、これらの情報を活用することで新

型コロナウイルス感染症の兆候の早期に

見出し予防・治療を含む今後の感染症対策

に資する対策への提言が可能となること

が期待される。また、今後万が一変異ウイ

ルスによる感染拡大が起きた場合におい

ても、本研究で構築したシステムや成果に

より素早い現状把握と感染症対策の実施
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が期待される。 

 

Ｅ．結論 

世界的な英医学誌 The Lancet Regional 

Health の、新型コロナの症状モニタリン

グシステムに関するコメンタリー におい

て、LINE を活用した「新型コロナ対策パ

ーソナルサポート」および各自治体にフ

ィードバックシステムが、パンデミック

時の大規模モニタリングの良事例として

紹介された（Desjardins MR. Syndromic 

surveillance of COVID-19 using 

crowdsourced data. The Lancet Regional 

Health - Western Pacific. 2020;4:100024. 

doi:10.1016/j.lanwpc.2020.100024）。 

 

ワクチン接種については、約 6割の方が

接種を希望している一方で、接種について

約 3 割の方は決めかねていることがわか

った。その主要な要因にはワクチンのリス

ク認知やベネフィット認知、規範感、公衆

衛生当局への信頼などが含まれており、今

後の政策及び関連する情報の適切で十分

な提供が非常に重要である。 

 

国際標準デジタル陰性証明情報の連携

は重要だが、実際のオペレーションはより

各々のシーンに応じた対応が求められる。

経済活動と感染抑制の両立のために、早急

ながらも丁寧な取り組みが必要である。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

該当なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

   

1. 特許取得 

 該当なし 

 

2. 実用新案登録 

 該当なし 

 

3. その他 

 該当なし 
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図 1：ダッシュボード例 1（データはデモ） 

 

 

 

 

図 2：ダッシュボード例 2（データはデモ） 

 


	集積された情報を解析して各自治体にフィードバックを行なった。「日単位での更新」および「都道府県の担当者による自由解析」を主眼とし、AWSのBI（ビジネス・インテリジェンス）ツール「QuickSight」によるダッシュボード開発を行った。ダッシュボードに掲載する情報には、回答者数・有症率・推定感染率という3つ指標を選択し、デモグラフィック・時系列・地理の3つの観点に分類して表示することで、1つ1つのダッシュボードが明確なメッセージを提供するようにした（図1–2参照）。
	さらに、ダッシュボードに加えて各自治体における新型コロナ対策としての予防行動の実施率に関して、別途レポートシステムを構築し、毎週単位で自治体へ報告を行った。
	図1：ダッシュボード例1（データはデモ）
	図2：ダッシュボード例2（データはデモ）

